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奈良市議案第２０号 

 

令和４年度奈良市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 １．給 水 戸 数                    １７８，９１０戸 

 ２．年 間 総 給 水 量                 ４２，８４１，３８２㎥ 

 ３．１ 日 平 均 給 水 量                    １１７，３７３㎥ 

 ４．主要な建設改良事業                 ３，６５０，３２２千円 

(1) 配 水 施 設 整 備 費                 ２７０，２５９千円 

  (2) 配 水 施 設 費                  １７，８７２千円 

  (3) 施 設 費                 ８９９，１１６千円 

  (4) 配 水 施 設 改 良 費                 ９６１，４５５千円 

  (5) 受託配水管改良費                 １６７，１２３千円 

  (6) 東部地域建設改良費                 １４２，９９２千円 

  (7) 都祁地域建設改良費                 ７０４，３３４千円 

  (8) 月ヶ瀬地域建設改良費                 ４８７，１７１千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

 第１款 水道事業収益                  ９，５２０，０００千円 

  第１項 営 業 収 益                ７，６９８，３１３千円 

  第２項 営 業 外 収 益                １，８２１，６７２千円 

  第３項 特 別 利 益                       １５千円 

支         出 

 第１款 水道事業費用                  ９，１４４，０００千円 

  第１項 営 業 費 用                ８，６７３，８８８千円 
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第２項 営 業 外 費 用 ４５２，６３８千円 

第３項 特 別 損 失  ７，４７４千円 

第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額２，４９５，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金２，４３５，

５５３千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５９，４４７千円で補 

塡するものとする。）。 

収 入 

第１款 資本的収入 ２，５４２，０００千円 

第１項 企 業 債 １，７８４，９００千円 

第２項 固定資産売却代金  ２，７７９千円 

第３項 補 助 金  ２５７，５４６千円 

第４項 負 担 金  ２１７，４６５千円 

第５項 分 担 金  ２７９，３１０千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ５，０３７，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ３，８５７，９６８千円 

第２項 固定資産取得費  ４６，８８７千円 

第３項 企業債償還金 １，１２２，１４５千円 

第４項 予 備 費  １０，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
建 設 

改 良 費 

（ 仮 称 ） 

飛 鳥 ポ ン プ 所 

築 造 工 事 

千円 

341,000 

４ 

千円 

44,123 

５ 192,970 

６ 103,907 
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款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
建 設 

改 良 費 

 

都 祁 水 道 事 業 

中 央 監 視 制 御 

システム更新工事 

千円 

436,700 

千円 

４ 

千円 

174,680 

５ 262,020 

月 ヶ 瀬 

簡 易 水 道 事 業 

中 央 監 視 制 御 

システム更新工事 

257,400 

４ 102,960 

５ 154,440 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

 

建設改良費に充当 

   千円 

 

1,784,900 

 
 

 
 
証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し
方式により当
該利率の見直
しを行った後
においては、
見直し後の利
率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1) 収益的支出における各項間の流用 

(2) 資本的支出における各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

(1) 職員給与費                     １，３９５，０７９千円 
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（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

 (1) 児童手当補助金                      １１，０７１千円 

 (2) 都祁地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １０２，８９７千円 

 (3) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １３，３１９千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１２０，０００千円と定める。 

 

  令和４年３月３日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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備 考

１. 水 道 事 業 収 益 9,520,000

１. 営 業 収 益 7,698,313

１. 給 水 収 益 7,677,333

２. 受 託 工 事 収 益 8,390

３. 工 事 負 担 金 3,192

４. 手 数 料 9,398

２. 営 業 外 収 益 1,821,672

１. 受 取 利 息 100

２. 他 会 計 負 担 金 449,857

３. 他 会 計 補 助 金 23,682

４. 長期前受金戻入 1,340,895

５. 雑 収 益 7,138

３. 特 別 利 益 15

１. 過年度損益修正益 15

令和４年度奈良市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 水 道 事 業 費 用 9,144,000

１. 営 業 費 用 8,673,888

１. 原水及び浄水費 2,609,420

２. 配 水 費 422,863

３. 給 水 費 165,986

４. 施 設 管 理 費 717,570

５. 受 託 工 事 費 13,477

６. 業 務 費 383,475

７. 総 係 費 859,486

８. 東 部 管 理 費 74,706

９. 都 祁 管 理 費 137,524

月 ヶ 瀬 管 理 費 60,991

減 価 償 却 費 2,997,424

資 産 減 耗 費 230,966

２. 営 業 外 費 用 452,638

１. 支 払 利 息 172,634

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

280,000

３. 雑 支 出 4

３. 特 別 損 失 7,474

１.
固 定 資 産
売 却 損

1,315

２.
過 年 度 損 益
修 正 損

6,159

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

10.

11.

12.
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備 考

１. 資 本 的 収 入 2,542,000

１. 企 業 債 1,784,900

１. 企 業 債 1,784,900

２.
固 定 資 産
売 却 代 金 2,779

１.
固 定 資 産
売 却 代 金 2,779

３. 補 助 金 257,546

１.
国 ・ 県 そ の 他
補 助 金 257,546

４. 負 担 金 217,465

１. 負 担 金 8,166

２. 受 託 負 担 金 105,694

３. 他 会 計 補 助 金 103,605

５. 分 担 金 279,310

１. 施 設 分 担 金 279,310

款 項 目 予 定 額

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入
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備 考

１. 資 本 的 支 出 5,037,000

１. 建 設 改 良 費 3,857,968

１. 配水施設整備費 286,451

２. 配 水 施 設 費 69,884

３. 施 設 費 934,555

４. 配水施設改良費 1,039,054

５. 受託配水管改良費 193,527

６.
東 部 地 域
建 設 改 良 費 142,992

７.
都 祁 地 域
建 設 改 良 費 704,334

８.
月 ヶ 瀬 地 域
建 設 改 良 費 487,171

２. 固定資産取得費 46,887

１. 固定資産取得費 43,757

２.
都 祁
固定資産取得費 1,580

３.
月 ヶ 瀬
固定資産取得費 1,550

３. 企 業 債 償 還 金 1,122,145

１. 企 業 債 償 還 金 923,828

２.
都 祁
企 業 債 償 還 金 175,589

３.
月 ヶ 瀬
企 業 債 償 還 金 22,728

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

款 項 目 予 定 額

支　　　　　　　出

（単位：千円）
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令和４年度奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

(単位：千円)

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 311,263

減価償却費 2,997,424

引当金の増減額（△は減少） 16,232

長期前受金戻入額 △ 1,340,895

受取利息 △ 100

支払利息 172,634

固定資産除却損(撤去工事費除く) 195,522

未収消費税等の増減額（△は増加） 114,137

未払消費税等の増減額（△は減少） △ 4,625

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 1

小計 2,461,591

利息の受取額 100

利息の支払額 △ 172,634

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,289,057

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,792,728

有形固定資産の売却による収入 2,779

補助金による収入 234,133

負担金による収入 203,589

分担金による収入 253,919

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,098,308

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 500,000

一時借入金の返済による支出 △ 500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,784,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,122,145

財務活動によるキャッシュ・フロー 662,755

資 金 減 少 額 146,496

資金期首残高 6,387,451

資金期末残高 6,240,955

－10－
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及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

３
４

３
，

８
５

２

４
４

１
，

５
６

１

４
４

．
２

３
３

９
，

７
８

０

４
３

５
，

８
４

１

４
３

．
８

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

一
　

般
　

職

同
　

　
左

一
般

会
計

の
制

度
　

（
円

）

（
円

）

一
　

般
　

職
　

（
円

）

１
８

８
，

７
０

０

１
６

５
，

９
０

０

１
５

４
，

９
０

０

（
歳

）

（
円

）

（
円

）

（
歳

）

（
円

）

区
　

　
　

　
分

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

区
　

　
　

分

令
和
4
年
1
月
1
日

高
　

　
校

　
　

卒

短
　

　
大

　
　

卒

大
　

　
学

　
　

卒

平
均

年
齢

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

平
均

年
齢

令
和
4
年
１
月
１
日
現
在

令
和
3
年
１
月
１
日
現
在
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(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

5 9

4
1

3
2

2
6 7 3 5 2

1
3
0

1
0
0
.0

7

1
0

3
9

3
7

2
2 7 4 4 2

1
3
2

1
0
0
.0

令
和
3
年
1
月
1
日
現
在

〔
9
0
.0
〕

〔
1
0
0
.0
〕

〔
9
4
.4
〕

〔
1
0
0
.0
〕

〔
9
〕

〔
1
8
〕

〔
1
7
〕

〔
1
0
〕

3
.0

3
.0

1
.5

５
〔
1
〕

〔
1
0
.0
〕

2
0
.0

5
.4

2
8
.0

1
6
.7

計１
０

1
.5

９

2
9
.6

５
〔
5
.6
〕

８

2
.3

６ ７ ８ ９

5
.3

１ ２ ３ ４ ６ ７ １
０ 計

7
.6

5
.3

〔
1
〕

令
和
4
年
1
月
1
日
現
在

一
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
職

級
職
　
　
員
　
　
数

構
　
　
成
　
　
比

１

3
.9

３ ４２
6
.9

3
.9

3
1
.5

2
4
.6

区
分
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（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
３

７

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

７

１
号

給
１

２
号

給
１

３
号

給
２

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
７

０
．

８

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
３

９

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

８

１
号

給

２
号

給

３
号

給
５

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
７

０
．

５

１
　

級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

本 　 年 　 度

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級

（
人

）

（
人

）

課
長

級
主

幹
級

一
　

　
般

　
　

職

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）
０

．
０

４

（
％

）
３

６
．

９
２

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

､
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

一
般

会
計

の
制

度

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
前

年
度

２
．

１
５

０
２

．
１

５
０

４
．

３
０

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

有

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

１
５

０
２

．
１

５
０

４
．

３
０

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

有

区
分

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

４
年

１
月

１
日

現
在

）

一
　

　
般

　
　

職

応
急

処
理

等
作

業
手

当
、

動
物

死
体

処
理

作
業

手
当

災
害

復
旧

等
業

務
手

当
、

有
害

物
等

取
扱

業
務

手
当
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

特
 
例

 
措

 
置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者
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会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を

要
す

る
職

を
占

め
る

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

通
勤
手
当 4
,3

9
7

4
,7

9
2

特
殊
勤
務
手
当 6

3

3
5

2
8

7
0
,8

4
1

4
,0

6
2

1
,1

0
2

期
末
手
当 3

,3
7
0

1
,1

4
0

6
9
2

手
当

の
内

訳

9
,3

3
7

比
　
　
較〔
3
7
〕

〔
1
〕

△
 3

9
5

区
　
　
分

△
 3

8

時
 
間
 
外

勤
務
手
当

8
3
,5

5
7

1
,3

3
7

合
　
　
計 8
4
,8

9
4

比
較

1
2
,7

1
6

給
　
　
　
与
　
　
　
費

法
定
福
利
費

2
8
7

2
,3

1
5

△
 9

7
8

6
3
,5

3
2

6
1
,5

0
4

2
,0

2
8

給
　
　
料

手
　
　
当

計

9
,6

2
4

7
3
,1

5
6

1
1
,7

3
8

区
　
　
　
　
分

〔
3
8
〕

本
年

度

前
年

度

職
 
員
 
数
（
人
）
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

1
級

給
与

の
改

定
率

2
級

3
級

給
与

改
定

の
時

期
令

和
4
年

4
月

1
日

そ
の

他

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

そ
の

他
の

増
減

分
3
3
5

△
4
8

期
末

手
当

　
2
.6

0
月

 ⇒
 2

.5
5
月

　
△

0
.0

5
月

そ
の

他
の

増
減

分
1
,4

1
9

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

6
0
9

0
.1

7
%

0
.1

0
%

0
.5

8
%

備
　

　
考

増
 
 
減

 
 
事

 
 
由

 
 
別

 
 
内

 
 
訳

区
 

 
分

増
 
減

 
額

説
　

 
明

手
　

　
当

2
8
7

給
　

　
料

2
,0

2
8

△
5
8

期
末

手
当

1
0
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企
業
債
補
助
金
損
益
勘
定

留
保
資
金
等

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

令
和

２
年
度

2
2
0
,
0
0
0
1
3
2
,
0
0
0

7
3
,
3
3
3

1
4
,
6
6
7

0
-

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

2
2
0
,
0
0
0
千

円

令
和

３
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
4
8
8
,
7
6
3

-
4
8
8
,
7
6
3

-
4
0
.
4
逓
次
繰
越

2
2
6
,
2
3
7
千

円

令
和

４
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
-
7
2
1
,
2
3
7
7
2
1
,
2
3
7

-
5
9
.
6

計
1
,
2
1
0
,
0
0
0
7
2
6
,
0
0
0
4
0
3
,
3
3
3

8
0
,
6
6
7

0
4
8
8
,
7
6
3
7
2
1
,
2
3
7
1
,
2
1
0
,
0
0
0

-
1
0
0
.
0

令
和

４
年
度

4
4
,
1
2
3

0
-

4
4
,
1
2
3

-
-

4
4
,
1
2
3

4
4
,
1
2
3

-
1
2
.
9

令
和

５
年
度

1
9
2
,
9
7
0

9
6
,
4
0
0

-
9
6
,
5
7
0

-
-

-
-

1
9
2
,
9
7
0

-

令
和

６
年
度

1
0
3
,
9
0
7

5
1
,
9
0
0

-
5
2
,
0
0
7

-
-

-
-

1
0
3
,
9
0
7

-

計
3
4
1
,
0
0
0
1
4
8
,
3
0
0

-
1
9
2
,
7
0
0

-
-

4
4
,
1
2
3

4
4
,
1
2
3

2
9
6
,
8
7
7

1
2
.
9

継
　
続
　
費
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

款
項

事
業

名

全
体

計
画

前
前
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
額

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

年
度
年
割
額

左
の

財
源

内
訳

１
.
資
本
的
支
出
１
.
建
設
改
良
費

緑
ヶ
丘
浄
水
場

中
央
監
視
制
御

シ
ス
テ
ム

更
新
工
事

（
仮
称
）

飛
鳥
ポ
ン
プ
所

築
造
工
事
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令
和

４
年
度

1
7
4
,
6
8
0
1
1
6
,
4
0
0

5
8
,
2
2
6

5
4

-
-
1
7
4
,
6
8
0
1
7
4
,
6
8
0

-
4
0
.
0

令
和

５
年
度

2
6
2
,
0
2
0
1
7
4
,
6
0
0

8
7
,
3
4
0

8
0

-
-

-
-

2
6
2
,
0
2
0

-

計
4
3
6
,
7
0
0
2
9
1
,
0
0
0
1
4
5
,
5
6
6

1
3
4

-
-
1
7
4
,
6
8
0
1
7
4
,
6
8
0

2
6
2
,
0
2
0

4
0
.
0

令
和

４
年
度

1
0
2
,
9
6
0

6
8
,
6
0
0

3
4
,
3
2
0

4
0

-
-
1
0
2
,
9
6
0
1
0
2
,
9
6
0

-
4
0
.
0

令
和

５
年
度

1
5
4
,
4
4
0
1
0
2
,
9
0
0

5
1
,
4
8
0

6
0

-
-

-
-

1
5
4
,
4
4
0

-

計
2
5
7
,
4
0
0
1
7
1
,
5
0
0

8
5
,
8
0
0

1
0
0

-
-
1
0
2
,
9
6
0
1
0
2
,
9
6
0

1
5
4
,
4
4
0

4
0
.
0

１
.
資
本
的
支
出
１
.
建
設
改
良
費

都
祁
水
道
事
業

中
央
監
視
制
御

シ
ス
テ
ム

更
新
工
事

月
ヶ

瀬
簡
易
水
道
事
業

中
央
監
視
制
御

シ
ス
テ
ム

更
新
工
事
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令和４年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

(単位：千円)

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ　土              地 4,145,143

ロ　建              物 4,591,007

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,328,675 2,262,332

ハ　構      築      物 95,530,540

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 50,254,893 45,275,647

ニ 機 械 及 び 装 置 21,087,034

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,621,195 5,465,839

ホ 車  両  運  搬  具 132,054

減 価 償 却 累 計 額 △ 91,280 40,774

ヘ 器   具   備   品 208,156

減 価 償 却 累 計 額 △ 147,079 61,077

ト 建  設  仮  勘  定 396,844

   　有 形 固 定 資 産 合 計 57,647,656

(2) 無  形  固  定  資  産

イ ダ  ム  使  用  権 16,911,862

ロ その他無形固定資産 1,006,187

   　無 形 固 定 資 産 合 計 17,918,049

(3)　投  　  　  　  　  資

イ　出　　　資　　　金 3,175

   　投　　資　　合　　計 3,175

固  定  資  産  合  計 75,568,880

２. 流  動  資  産

(1) 現    金    預    金 6,240,955

(2) 未 収 金 703,989

   　貸  倒  引  当 金 △ 48,703 655,286

(3) 貯 蔵 品 14,778

(4) そ の 他 流 動 資 産 1,035

流  動  資  産  合  計 6,912,054

資 産 合  計 82,480,934
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 14,111,619

     　企  業  債  合  計 14,111,619

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,289,690

     　引  当  金  合  計 1,289,690

　  固  定  負  債  合  計 15,401,309

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,115,268

     　企  業  債  合  計 1,115,268

  (2)　未       払       金 705,416

  (3)　前       受       金 4,000

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 101,258

     　引  当  金  合  計 101,258

  (5)　預       り       金 488,000

　  流  動  負  債  合  計 2,413,942

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 54,640,211

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 26,909,542 27,730,669

　  繰  延  収  益  合  計 27,730,669

　  負      債      合    計 45,545,920
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 16,582,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　当 年 度 未 処 分

        利  益  剰  余  金 1,735,167

     　利 益 剰 余 金 合 計 1,735,167

　  剰   余   金   合   計 20,352,063

　  資      本      合    計 36,935,014

　  負  債  資  本  合  計 82,480,934
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令和３年度奈良市水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

(単位：千円)

１. 営   業    収   益

(1) 給 水 収 益 7,083,166

(2) 受 託 工 事 収 益 8,332

(3) 工 事 負 担 金 2,801

(4) 手 数 料 9,146 7,103,445

２. 営 業    費   用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,274,482

(2) 配 水 費 347,196

(3) 給 水 費 152,261

(4) 施 設 管 理 費 562,891

(5) 受 託 工 事 費 14,846

(6) 業 務 費 349,079

(7) 総 係 費 748,151

(8) 東 部 管 理 費 72,411

(9) 都 祁 管 理 費 136,412

(10) 月 ヶ 瀬 管 理 費 57,055

(11) 減 価 償 却 費 2,929,101

(12) 資 産 減 耗 費 27,654 7,671,539

  　営      業      損      失 568,094

３. 営  業  外  収  益

(1) 受 取 利 息 100

(2) 他 会 計 負 担 金 376,145

(3) 他 会 計 補 助 金 27,572

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 1,271,806

(5) 雑 収 益 12,631 1,688,254

４. 営  業  外  費  用

(1) 支 払 利 息 182,824

(2) ダ ム 負 担 金 7,908

(3) 雑 支 出 3,712 194,444 1,493,810

  　経      常      利      益 925,716

５. 特   別    利   益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 661 661

６. 特 別    損   失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 5,580 5,580 △ 4,919

当 年 度 純 利 益 920,797

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 503,107

その他未処分利益剰余金変動額 2,600,000

当年度未処分利益剰余金 4,023,904
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令和３年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

(単位：千円)

資   産   の   部

１. 固　定　資　産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ　土              地 4,149,237

ロ　建              物 4,577,314

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,251,074 2,326,240

ハ　構      築      物 92,750,232

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 48,520,141 44,230,091

ニ 機 械 及 び 装 置 19,615,450

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,199,501 4,415,949

ホ 車  両  運  搬  具 113,480

減 価 償 却 累 計 額 △ 81,812 31,668

ヘ 器   具   備   品 199,058

減 価 償 却 累 計 額 △ 133,708 65,350

ト 建  設  仮  勘  定 908,673

   　有 形 固 定 資 産 合 計 56,127,208

(2) 無  形  固  定  資  産

イ ダ  ム  使  用  権 17,591,802

ロ その他無形固定資産 1,066,785

   　無 形 固 定 資 産 合 計 18,658,587

(3)　投              　資

イ　出　　　資　　　金 3,175

   　投　　資　　合　　計 3,175

     固  定  資  産  合  計 74,788,970

２. 流　動　資　産

(1) 現    金    預    金 6,387,451

(2) 未 収 金 818,126

   　貸　倒　引　当 金 △ 48,576 769,550

(3) 貯 蔵 品 14,778

(4) そ の 他 流 動 資 産 1,034

     流  動  資  産  合  計 7,172,813

     資 産 合  計 81,961,783
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

     イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 13,441,987

     　企  業  債  合  計 13,441,987

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,274,711

     　引  当  金  合  計 1,274,711

　  固  定  負  債  合  計 14,716,698

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,122,145

     　企  業  債  合  計 1,122,145

  (2)　未       払       金 710,041

  (3)　前       受       金 4,000

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 100,132

     　引  当  金  合  計 100,132

  (5)　預       り       金 488,000

　  流  動  負  債  合  計 2,424,318

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 53,765,663

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 25,568,647 28,197,016

　  繰  延  収  益  合  計 28,197,016

　  負      債      合    計 45,338,032
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 13,982,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 4,023,904

     　利 益 剰 余 金 合 計 4,023,904

　  剰   余   金   合   計 22,640,800

　  資      本      合    計 36,623,751

　  負  債  資  本  合  計 81,961,783
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奈良市水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物      ６～６５年 

構築物      ６～８０年 

機械及び装置  ５～２０年 

器具及び備品  ２～２０年 

⑵  無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額を計上している。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

５ 会計方針の変更 

⑴  上下水道事業会計で共通する費用の負担方法の変更 

令和２年度の包括外部監査において「水道事業と下水道事業で共通する一部の

費用について、全額、水道事業が負担している。合理的な基準に基づき、下水道

事業会計も負担する必要がある。」と奈良市包括外部監査法人から指摘を受けた。 

また、令和２年度決算についても、「下水道事業会計と共通して発生する費用

があるが、ほとんどについて、水道事業会計が負担しており、適切に按分計算さ

れていない。」との監査委員の指摘があった。 

共通経費に関する会計間の費用負担基準を設けて、共通の経費となる人件費、

総係費にかかる物件費及び局庁舎維持管理費について、経費の性質に応じて職員

数、庁舎の専有面積、有収水量による事業規模といった割合により、令和３年度

から該当する経費を按分して、それぞれの会計で負担することとした。 

共通経費となる費用については、水道事業会計で一旦、全額を支払いし、その

内の下水道事業会計の負担分は、按分した額を下水道事業会計の(項)営業費用

(目)総係費(節)負担金から支出し、水道事業会計の(項)営業外収益(目)他会計負

担金(節)下水道事業会計負担金で収入する。 

ただし、上下水道事業の組織統合により、下水道事業が加わったことで、その

経費が明らかに増額となり、明確にその額が算定できる費用は、水道事業会計で

一旦、全額を支出することをせず、その額を下水道事業会計の水道事業と同じ科

目から直接支出することとする。(令和３年度は水道事業会計からの支出が終わ

っているものがあるため、水道事業会計において全額を支払い、下水道事業会計

から水道事業会計へ負担金を支払うものとする。) 

令和３年度当初予算では、下水道使用料徴収負担金を(項)営業外収益(目)下水

道使用料徴収負担金(節)下水道使用料徴収負担金に計上していたが、(項)営業外

収益(目)他会計負担金(節)下水道使用料徴収負担金に科目を変更する。 

なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業外収益が２
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３４，２７９千円増加し、さらに営業費用が３５４千円減少する。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴ 当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ１８２，

９０７千円の見込みである。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は９３

６，４６０千円である。 

２ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

⑴  重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

平成２６年１２月６日に発生した奈良市法蓮佐保山一丁目斜面崩落事故により

損害賠償金１８０，３９１，３０４円、並びに発生日の翌日から損害賠償金の完

済に至るまで年５分の割合による金額及び訴訟費用が請求されている。 

３ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

令和４年度において、退職に係る退職手当として４５，４０５千円を支給する

ため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和４年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いとして１００，１３２千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 

令和４年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権８，

１０３千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 
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Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業会計は、奈良市水道事業、都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、奈良市水道事業、都祁水

道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

奈良市水道事業 都祁及び月ヶ瀬地域以外の地域において水道水を供給する業務 

都祁水道事業 都祁地域において水道水を供給する業務 

月ヶ瀬簡易水道事業 月ヶ瀬地域において水道水を供給する業務 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和4年4月1日 至 令和5年3月31日 ） 

単位（千円） 奈良市水道事業 都祁水道事業  月ヶ瀬簡易水道事業 合  計 

営業収益 7,543,853 128,820 25,640 7,698,313 

営業費用 8,200,653 365,426 107,809 8,673,888 

営業損益 △656,800 △236,606 △82,169 △975,575 

経常損益 542,266 △96,391 △52,416 393,459 

その他項目     

 他会計繰入金 11,071 10,944 1,667 23,682 

 減価償却費 2,725,842 226,059 45,523 2,997,424 

 特別利益 15 0 0 15 

 特別損失 6,790 600 84 7,474 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,710,220 705,914 488,721 3,904,855 
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Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額 

     １年内  １０６，０６０千円 

     １年超  ２７４，０２０千円 

      計   ３８０，０８０千円 
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奈良市議案第２１号 

令和４年度奈良市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和４年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．水 洗 化 人 口  ３１８，４８０人 

２．年 間 有 収 水 量 ３６，３７０，０００㎥ 

３．１日平均有収水量  ９９，６４４㎥ 

４．主要な建設改良事業 １，０２３，５３７千円 

(1) 管 渠 建 設 費 １１１，６８８千円 

(2) 管 渠 改 良 費 ４１５，０００千円 

(3) 処理場建設改良費 ２１７，８００千円 

(4) 流域下水道整備事業費 ２７９，０４９千円 

（収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下水道事業収益 ８，６９８，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ５，９１４，３７４千円 

第２項 営 業 外 収 益 ２，７８３，６１８千円 

第３項 特 別 利 益  ８千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ８，３６４，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ７，８７６，０８３千円 

第２項 営 業 外 費 用  ４７９，０２９千円 

第３項 特 別 損 失  ３，８８８千円 

第４項 予 備 費  ５，０００千円 

－34－



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，９３３，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金１，９０２，

４０４千円及び当年度分損益勘定留保資金３０，５９６千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   ２，５６９，０００千円 

  第１項 企 業 債             １，７５０，０００千円 

  第２項 他 会 計 補 助 金               ５６４，４６７千円 

  第３項 国庫補助金及び交付金               ２０８，５２５千円 

  第４項 県 補 助 金                 ５，０５３千円 

  第５項 負 担 金 等                ４０，９５５千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ４，５０２，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費             １，０７３，７５３千円 

  第２項 固 定 資 産 取 得 費                 １，１６５千円 

  第３項 企 業 債 償 還 金             ３，４２７，０８２千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事      項 期  間 限  度  額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分） 

令和４年度から 
令和８年度まで 

融資総額33,000千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（公共下水道分） 

令和４年度から 
令和８年度まで 

金融機関からの借入総額33,000
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（農業集落排水処理
施設分） 

令和４年度から 
令和８年度まで 

融資総額11,100千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（農業集落排水処理施設分） 

令和４年度から 
令和８年度まで 

金融機関からの借入総額11,100
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

 

 

 
下水道事業 

千円 

 

 

 
1,750,000 

 

 

 

 
証書借入 

5.0％以内 

（利率見直し方

式により当該利

率の見直しを行

った後において

は、見直し後の

利率とする。） 

借入先の融資条件

による。ただし企

業財政の都合によ

り、据置期間を短

縮し、若しくは繰

上償還又は低利に

借り換えることが

できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

 (1) 収益的支出における各項間の流用 

 (2) 資本的支出における各項間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

 (1) 職 員 給 与 費                     ２８４，０５７千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、１，２８５，７６８千円と定める。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

  令和４年３月３日提出 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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附    属    書    類 

 

 

１．令和４年度 奈良市下水道事業会計予算実施計画 

 

２．令和４年度 奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

 

３．令和４年度 奈良市下水道事業給与費明細書 

 

４．債務負担行為に関する調書 

 

５．令和４年度 奈良市下水道事業予定貸借対照表 

 

６．令和３年度 奈良市下水道事業予定損益計算書 

 

７．令和３年度 奈良市下水道事業予定貸借対照表 

 

８．奈良市下水道事業注記表 
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備 考

１. 下水道事業収益 8,698,000

１. 営 業 収 益 5,914,374

１. 下 水 道 使 用 料 5,481,474

２. 雨水処理負担金 432,808

３. その他営業収益 92

２. 営 業 外 収 益 2,783,618

１.
受 取 利 息
及 び 配 当 金 8

２. 他 会 計 負 担 金 4,661

３. 他 会 計 補 助 金 288,493

４.
国 庫 補 助 金
及 び 交 付 金 56,329

５. 県 補 助 金 3,758

６. 長期前受金戻入 2,429,061

７. 雑 収 益 1,308

３. 特 別 利 益 8

１. 過年度損益修正益 8

令和４年度奈良市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 下水道事業費用 8,364,000

１. 営 業 費 用 7,876,083

１. 管 渠 費 335,363

２. ポ ン プ 場 費 32,095

３. 処 理 場 費 683,890

４. 普 及 指 導 費 52,872

５. 業 務 費 203,842

６. 総 係 費 426,637

７. 減 価 償 却 費 3,871,059

８. 資 産 減 耗 費 10,141

９. 流域下水道管理費 2,260,184

２. 営 業 外 費 用 479,029

１.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 229,022

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 250,000

３. 雑 支 出 7

３. 特 別 損 失 3,888

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 3,888

４. 予 備 費 5,000

１. 予 備 費 5,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 収 入 2,569,000

１. 企 業 債 1,750,000

１. 企 業 債 1,750,000

２. 他 会 計 補 助 金 564,467

１. 他 会 計 補 助 金 564,467

３.
国庫補助金及び
交 付 金 208,525

１.
国庫補助金及び
交 付 金 208,525

４. 県 補 助 金 5,053

１. 県 補 助 金 5,053

５. 負 担 金 等 40,955

下水道事業受益者

負 担 金

２. 工 事 負 担 金 26,347

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１. 14,608
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備 考

１. 資 本 的 支 出 4,502,000

１. 建 設 改 良 費 1,073,753

１. 管 渠 建 設 費 161,645

２. 管 渠 改 良 費 415,259

３. 処理場建設改良費 217,800

４.
流 域 下 水 道
整 備 事 業 費 279,049

２. 固定資産取得費 1,165

１.
有 形 固 定 資 産
取 得 費 1,165

３. 企 業 債 償 還 金 3,427,082

１. 企 業 債 償 還 金 3,427,082

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

支　　　　　　　出

－41－



（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

(単位：千円)

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 383,448

減価償却費 3,871,059

引当金の増減額（△は減少） 12,342

長期前受金戻入額 △ 2,429,061

受取利息 △ 8

支払利息 229,022

固定資産除却損 10,141

未収消費税等の増減額（△は増加） 39,915

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,565

小計 2,122,423

利息の受取額 8

利息の支払額 △ 229,022

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,893,409

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 657,485

無形固定資産の取得による支出 △ 276,548

国庫補助金等による収入 194,352

受益者負担金等による収入 13,432

工事負担金等による収入 23,952

一般会計からの繰入金による収入 528,631

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 173,666

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 1,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,750,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,427,082

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,677,082

資 金 増 加 額 42,661

資金期首残高 975,850

資金期末残高 1,018,511

令和４年度奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

本 　 年 　 度

号
給

数
別

内
訳

号
給

数
別

内
訳

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級

（
人

）

（
人

）

課
長

級
主

幹
級

一
　

　
般

　
　

職

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）
０

．
０

２

（
％

）
６

２
．

５

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

、
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ

る
加

算
措

置

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
２

．
３

５
〕

前
年

度

２
．

１
５

０
２

．
１

５
０

４
．

３
０

有有

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

１
５

０
２

．
１

５
０

４
．

３
０

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

一
般

会
計

の
制

度

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

４
年

１
月

１
日

現
在

）

区
分

一
　

　
般

　
　

職

有

備
　

考

応
急

処
理

等
作

業
手

当
、

下
水

処
理

作
業

手
当

動
物

死
体

処
理

作
業

手
当

、
災

害
復

旧
等

業
務

手
当
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

特
 
例

 
措

 
置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者
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会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を

要
す

る
職

を
占

め
る

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

給
　
　
　
与
　
　
　
費

法
定
福
利
費

1
,3

1
3

△
 6

0
4

本
年

度

前
年

度

比
較

区
　
　
　
　
分

給
　
　
料

〔
1
4
〕

〔
1
6
〕

3
2
,5

3
7

5
,1

5
2

5
,4

6
9

合
　
　
計 3
7
,6

8
9

3
9
,0

3
3

△
 1

,3
4
4

〔
△

 2
〕

3
3
,1

4
1

5
,8

9
2

時
 
間
 
外

勤
務
手
当 1

,3
1
5

区
　
　
分

1
5

△
 78

期
末
手
当

手
当

の
内

訳

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
較

3
,0

2
5

1
,6

6
4

1
,3

6
1

1
,8

0
0

職
 
員
 
数
（
人
）

4
8
5

通
勤
手
当 1

,9
4
9

2
,4

7
5

△
 5

2
6

特
殊
勤
務
手
当

△
 7

4
0

2
5
,7

5
5

2
7
,6

7
2

△
 1

,9
1
7

手
　
　
当

計

6
,7

8
2
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

1
級

給
与

の
改

定
率

2
級

3
級

給
与

改
定

の
時

期
令

和
4
年

4
月

1
日

期
末

手
当

　
2
.6

0
月

 ⇒
 2

.5
5
月

　
△

0
.0

5
月

0
.1

7
%

0
.1

0
%

0
.5

8
%

期
末

手
当

△
4
8

そ
の

他
3

備
　

　
考

増
 
 
減

 
 
事

 
 
由

 
 
別

 
 
内

 
 
訳

区
 

 
分

増
 
減

 
額

説
　

 
明

手
　

　
当

1
,3

1
3

1
,3

5
8

給
　

　
料

△
1
,9

1
7

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

1
7
3

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

そ
の

他
の

増
減

分

△
4
5

そ
の

他
の

増
減

分
△

2
,0

9
0

－51－



（
単

位
：

千
円

）

事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
令

和
元

年
度

議
決

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
令

和
元

年
度

議
決

）
延

利
息

の
合

計
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

令
和

元
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
令

和
元

年
度

議
決

）

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

　
益

国
県

支
出

金

債
　
務
　
負
　
担
　
行
　
為
　
に
　
関
　
す
　
る

　
調

　
書

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
５

年
度

ま
で

5
5

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
５

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
５

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
５

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額
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水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
令

和
２

年
度

議
決

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
令

和
２

年
度

議
決

）
延

利
息

の
合

計
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

令
和

２
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
令

和
２

年
度

議
決

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
令

和
３

年
度

議
決

）

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
７

年
度

ま
で
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事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
令

和
３

年
度

議
決

）
延

利
息

の
合

計
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

令
和

３
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
令

和
３

年
度

議
決

）

下
水

道
施

設
等

包
括

的
維

持
管

理
業

務
委

託
5
,
2
7
0
,
6
2
1

令
和

３
年

度
2
9
7
,
0
5
2

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
８

年
度

ま
で

3
,
4
4
0
,
4
9
6

3
,
3
0
8
,
0
6
3

1
3
2
,
4
3
3

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
７

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
７

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

益
国

県
支

出
金

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
７

年
度

ま
で

全
　

額
限

度
額

に
同

じ

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額
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水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

公
共

下
水
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令和４年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

(単位：千円)

資  産  の  部

１. 固  定  資  産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ　土              地 1,628,453

ロ　建              物 612,055

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 239,582 372,473

ハ　構      築      物 116,630,002

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 31,175,951 85,454,051

ニ 機 械 及 び 装 置 3,357,436

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,893,598 1,463,838

ホ 車  両  運  搬  具 8,997

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,049 2,948

ヘ 器   具   備  品 6,823

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,241 4,582

ト 建  設  仮  勘  定 67,617

   　有 形 固 定 資 産 合 計 88,993,962

(2) 無  形  固  定  資  産

イ 施  設  利  用  権 4,520,981

   　無 形 固 定 資 産 合 計 4,520,981

固  定  資  産  合  計 93,514,943

２. 流  動  資  産

(1) 現    金    預    金 1,018,511

(2) 未 収 金 977,400

   　貸 倒  引 当 金 △ 20,426 956,974

(3) そ の 他 流 動 資 産 8,865

流  動  資  産  合  計 1,984,350

資 産 合  計 95,499,293
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 31,621,485

     　企  業  債  合  計 31,621,485

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 82,062

     　引  当  金  合  計 82,062

　  固  定  負  債  合  計 31,703,547

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,230,292

     　企  業  債  合  計 3,230,292

  (2)　未       払       金 126,554

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 20,191

     　引  当  金  合  計 20,191

　  流  動  負  債  合  計 3,377,037

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 80,585,766

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 20,612,164 59,973,602

　  繰  延  収  益  合  計 59,973,602

　  負      債      合    計 95,054,186
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,268,109

     　欠　損　金　合　計 1,268,109

　  剰   余   金   合   計 79,989

　  資      本      合    計 445,107

　  負  債  資  本  合  計 95,499,293
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令和３年度奈良市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

(単位：千円)

１. 営   業    収   益

(1) 下 水 道 使 用 料 4,946,763

(2) 雨 水 処 理 負 担 金 429,990

(3) そ の 他 営 業 収 益 103 5,376,856

２. 営   業    費   用

(1) 管 渠 費 317,433

(2) ポ ン プ 場 費 25,055

(3) 処 理 場 費 498,730

(4) 普 及 指 導 費 48,118

(5) 業 務 費 184,473

(6) 総 係 費 337,100

(7) 減 価 償 却 費 3,880,458

(8) 資 産 減 耗 費 8,037

(9) 流 域 下 水 道 管 理 費 2,045,303 7,344,707

  　営 業 損     失  　 1,967,851

３. 営  業  外  収  益

(1) 受取利息及び配当金 8

(2) 他 会 計 負 担 金 5,043

(3) 他 会 計 補 助 金 302,037

(4) 国庫補助金及び交付金 46,913

(5) 県 補 助 金 3,340

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 2,421,755

(7) 雑 収 益 1,404 2,780,500

４. 営  業  外  費  用

(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 298,823

(2) 雑 支 出 26,367 325,190 2,455,310

  　経      常      利     益 487,459

５. 特   別    利   益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 158 158

６. 特   別    損   失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 3,886 3,886 △ 3,728

当 年 度 純 利 益 483,731

前 年 度 繰 越 欠 損 金 2,135,288

当年度未処理欠損金 1,651,557
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令和３年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

(単位：千円)

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ　土              地 1,628,453

ロ　建              物 612,055

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 214,110 397,945

ハ　構      築      物 115,155,714

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 27,686,346 87,469,368

ニ 機 械 及 び 装 置 3,168,018

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,749,802 1,418,216

ホ 車  両  運  搬  具 8,997

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,213 4,784

ヘ 器   具   備   品 5,763

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,687 4,076

ト 建  設  仮  勘  定 574,621

   　有 形 固 定 資 産 合 計 91,497,463

(2) 無  形  固  定  資  産

イ 施  設  利  用  権 4,454,229

   　無 形 固 定 資 産 合 計 4,454,229

固  定  資  産  合  計 95,951,692

２. 流  動  資  産

(1) 現    金    預    金 975,850

(2) 未 収 金 1,017,315

   　貸  倒  引  当 金 △ 20,056 997,259

(3) 前 払 金 131,700

(4) そ の 他 流 動 資 産 8,865

流  動  資  産  合  計 2,113,674

資 産 合  計 98,065,366
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 33,101,777

     　企  業  債  合  計 33,101,777

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 71,631

     　引  当  金  合  計 71,631

　  固  定  負  債  合  計 33,173,408

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,427,082

     　企  業  債  合  計 3,427,082

  (2)　未       払       金 120,989

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 18,650

     　引  当  金  合  計 18,650

　  流  動  負  債  合  計 3,566,721

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 79,446,681

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 18,183,103 61,263,578

　  繰  延  収  益  合  計 61,263,578

　  負      債      合    計 98,003,707
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,651,557

     　欠　損　金　合　計 1,651,557

　  剰   余   金   合   計 △ 303,459

　  資      本      合    計 61,659

　  負  債  資  本  合  計 98,065,366
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奈良市下水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５～５０年 

構築物        ５０年 

機械及び装置  ６～２０年 

器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度まで

の要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっているため、

退職給付引当金は計上していない。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 
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消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している｡ 

４ 会計方針の変更 

⑴  上下水道事業会計で共通する費用の負担方法の変更 

令和２年度の包括外部監査において「水道事業と下水道事業で共通する一部の

費用について、全額、水道事業が負担している。合理的な基準に基づき、下水道

事業会計も負担する必要がある。」と奈良市包括外部監査法人から指摘を受けた。 

また、令和２年度決算についても、「下水道事業会計と共通して発生する費用

があるが、ほとんどについて、水道事業会計が負担しており、適切に按分計算さ

れていない。」との監査委員の指摘があった。 

共通経費に関する会計間の費用負担基準を設けて、共通の経費となる人件費、

総係費にかかる物件費及び局庁舎維持管理費について、経費の性質に応じて職員

数、庁舎の専有面積、有収水量による事業規模といった割合により、令和３年度

から該当する経費を按分して、それぞれの会計で負担することとした。 

共通経費となる経費については、水道事業会計で一旦、全額を支払いし、その

内の下水道事業会計の負担分は、按分した額を下水道事業会計の(項)営業費用

(目)総係費(節)負担金から水道事業会計に支出するものとする。 

ただし、上下水道事業の組織統合により、下水道事業が加わったことで、その

経費が明らかに増額となり、明確にその額が算定できる費用は、水道事業会計で

一旦、全額を支出することをせず、その額を下水道事業会計の水道事業と同じ科

目から直接支出することとする。（令和３年度は水道事業会計からの支出が終わ

っているものがあるため、水道事業会計において全額を支払い、下水道事業会計

から水道事業会計へ負担金を支払うものとする。） 

なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業費用が２３

４，６３３千円増加する。 

 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴  当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ３７８，

７１８千円の見込みである。 
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 Ⅲ．予定貸借対照表関連 

  １ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    該当事項無し 

  ２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

令和４年度において、退職に係る退職手当として１，４７９千円を支給するた

め、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和４年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

として１８，６５０千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとして

算定した。 

⑶   貸倒引当金の取崩し 

令和４年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

３，４６７千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すも

のとして算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

セグメント区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和4年4月1日 至 令和5年3月31日 ） 

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計 

営業収益 5,865,602 48,772 5,914,374 

営業費用 7,488,187 387,896 7,876,083 

営業損益 △1,622,585 △339,124 △1,961,709

経常損益 361,902 △19,022 342,880 

その他項目 

他会計繰入金 565,426 155,875 721,301 

減価償却費 3,601,703 269,356 3,871,059 

特別利益 8 0 8 

特別損失 3,888 0 3,888 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,074,918 0 1,074,918 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過

リース料相当額

 １年内  ３，９０５千円 

 １年超   ７，７６６千円 

 計   １１，６７１千円
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